
今月の写真： 

東名富士川サービスエリアより富士山を臨む am6:30 

photo by Osamu Kadota 



今月の写真 ～Kadota-office staffs が贈る季節の風景 

新年明けましておめでとうございます。 

今秋、当事務所は業務開始１０年目を迎えます。さらに気持ちを

引き締めて、お客様の幅広いご相談・手続きのご依頼に応えるた

め、常に一人ひとりが責任感と使命感のもと、日々全力で業務に

取り組んでまいります。本年も、よろしくお願い申し上げます。 

 

今年のニュースも帰省の途中で立ち寄った富士川サービスエリア

からの富士山の写真を１月号に飾りました。昨年より２時間ほど

早く到着し、すでに一杯の駐車場のなかに１台分の空きを発見！

まだ薄暗い空に富士山の姿を確認し、太陽をまちました。次第に

東の空にのぼり始めるとその全体が赤く染まりはじめました。雲

ひとつない晴天の富士山は言葉に表せないほどの威厳があり、

その堂々たる姿に、また新たな感動を覚えました。 

 

 
 

 
日本年金機構が発足 

 
不祥事が相次ぎ、「年金不信」の代名詞となっていた

社会保険庁は昨年末をもって解体され、その後継組織
として日本年金機構が今年１月に発足しました。同機
構は約 1,000 人の民間採用を含む正職員約１万 880 人
と、有期雇用契約職員約 6,950 人からなる非公務員型
の特殊法人です。 
 
長妻厚生労働大臣は、職員のうち社会保険庁出身者

の月給を一律３％減額する方針を示しました。これは、
年金記録問題を起こした同庁の責任を明確にするため
のもので、問題解決に一定のめどがつくまで継続する
ようです。役員についてもポストに応じて報酬を８～
16％減額し、これも当面継続させるとのことです。 
 
◆方針や目標は？ 
社会保険事務所から改称した全国 312 の「年金事務所」
では、「お客様へのお約束 10 カ条」を掲示し、国民目
線のサービスの徹底を目指す方針です。 
 
その場でお答えできない場合は２日以内に確認状況を連絡 

お客様にプラスとなるもう一言を心がける 

お待たせ時間を 30 分以内にすることを目指す 

 

さらに、2013 年度末までの中期目標として、2002 年度
から 60％程度と低迷している国民年金保険料の納付率
の低下傾向に歯止めをかけ、回復させるように努める
こと、厚生年金保険料については「未適用事業所の適
用を進めつつ、収納の確保を図る」とし、徴収体制を
強化することを掲げています。しかし、いずれも具体
的な数値目標は盛り込まれませんでした。 
 
◆今後の新体制に期待 
年金記録問題の発覚により、旧社会保険事務所の窓口
対応が相当変わったことは確かです。日本年金機構に
よる新体制・新方針の中で、国民の信頼回復がどこま
で図られるかが気になるところです。 
なかなか年金事務所等を訪れる機会がない方は、一度、
年金事務所等を訪ねられ、ご自身の年金記録などの相
談をしつつ新体制を実感されるのも良いのではないの
でしょうか。 
 
上記お客様への１０ヵ条は、私たちにとってもいつも目標としてい

くべき内容ですね。ぜひ１０ヵ条全てをご覧になってみてください。

http://www.sia.go.jp/top/kikou/promise.pdf 

 
日本における今後の「雇用戦略」とは？ 

 
◆６つの戦略分野◆ 
政府の「成長戦略策定会議」は、2009 年 12 月 30
日に「新成長戦略（基本方針）」というものを発表
し、今後、日本が成長していくうえで強みとなるも
のとして、次の６つの戦略分野を示しました。 
（１）環境・エネルギー大国戦略 
（２）健康大国戦略 
（３）アジア経済戦略 
（４）観光立国・地域活性化戦略 
（５）科学・技術立国戦略 
（６）雇用・人材戦略 

 
◆各分野における新規雇用の目標値◆ 
環境・エネルギー大国戦略 
⇒環境分野における 140 万人の新規雇用創出 

健康大国戦略 
⇒医療・介護・健康関連サービス分野における 

280 万人の新規雇用創出 
観光立国・地域活性化戦略 
⇒観光関連で 56 万人の新規雇用創出 
 

今後、これらのビジネス分野においては、政府による
バックアップ、支援などが積極的に行われていく可能
性が非常に高いものと思われます。 
 
 
◆「雇用・人材戦略」の内容◆ 
「雇用・人材戦略」の項目においては、2020 年まで
の目標として、「若者フリーター約半減」、「ニート減
少」、「女性 M 字カーブ解消」、「高齢者就労促進」、
「障害者就労促進」、「ジョブ・カード取得者 300 万
人」、「有給休暇取得促進」、「最低賃金引上げ」、「労
働時間短縮」が掲げられています。 
 
具体的な施策としては、 
 

 若者・女性・高齢者・障害者の就業率向上 
『トランポリン型社会』の構築 
 ジョブ・カード制度の発展 
 地域雇用創造と『ディーセント･ワーク』の実現

 
などが示されています。 
これらの施策が確実に効果を上げることにより、現
在の景気低迷の影響による雇用不安が解消されて
いくことが非常に期待されているといえます。 
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